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令和６年度 事 業 報 告 

自 令和６年４月 １ 日 

至 令和７年３月３１日 

 

はじめに 

 

 政府は、令和６年度の経済動向について、「現在、長きにわたったコストカット型経

済から脱却し、デフレに後戻りせず、「賃上げと投資が牽引する成長型経済」に移行で

きるかどうかの分岐点にある。」としている。 

 

 こうした中、賃金上昇が物価上昇を安定的に上回る経済を実現し、「賃上げと投資

が牽引する成長型経済」への移行を確実なものとするため、日本経済・地方経済の成

長、物価高の克服及び国民の安心・安全の確保を三つの柱とする「国民の安心・安全

と持続的な成長に向けた総合経済対策」を策定し、その裏付けとなる令和６年度補正

予算が編成された。 

 

当協会においては、設立目的である道路建設技術の向上、研究開発及び道路建設業

の健全な発展を図りもって道路整備の推進に協力し、公共の福祉の増進に寄与する 

ために、会員企業が一体となって令和６年度も様々な活動を展開した。 

 

具体の事業活動については、「防災・減災、国土強靱化など積極的な公共投資に向け

た対応」、「時間外労働の上限規制に適応した働き方改革の推進」、「担い手確保に向け

た取組」、｢物価高騰などに伴う課題における適切な対応｣、「i-Pavement と新技術開

発等の推進」､｢道路建設業及び道路の戦略的広報の推進｣、｢より効果的な社会貢献の

推進」などに関する事業の推進や、「２０５０年カーボンニュートラルに向けた取組」

などに積極的に取り組むとともに、この他、総括事項以下に記載の様々な事業活動を

展開した。 

 

 なお、当業界は、道路建設という極めて公共性の高い事業を行っていることから、

「独占禁止法関係｣､「労働基準法関係｣、｢暴力団等排除関係」の３テーマにより本部

及び各支部においてコンプライアンス講習会を実施し、約４００名の参加を得てコン

プライアンスの徹底に努めた。 



 

第１ 総 括 事 項 

 

１．定時社員総会 

 

 第７６回定時社員総会を令和６年５月２２日（水）に、ホテルグランドアーク半蔵門（東京都

千代田区隼町）において開催し、正会員総数１９２社のうち出席者は１６５社（委任状含む）で

あった。 

 定時総会は議事録署名人２名を指名した後、議事審議に移り、令和５年度事業報告等の各議案

について審議し、承認された。 

 報告事項である令和６年度の事業計画等については、我が国や協会を取り巻く状況を踏まえて、

我が国の道路インフラ整備を促進し、適切に維持・管理するための予算が、安定的かつ持続的に

確保されるよう、協会として引き続き働きかけていくとともに、地震や豪雨等による被災地域の

復旧・復興を迅速に進めるために、施工体制の確保を含め最善の努力をしていくことに加え、  

道路建設業の社会的評価の向上に向け、引き続き、人が集う魅力ある道路建設業界を実現するべ

く活動するとともに、協会活動の更なる活性化と会員サービスの向上を図ることとするために、

本部及び支部が一体となって様々な事業活動を積極的に推進することを報告した。 

  

２．理事会・常任理事会 

 

 ○ 理 事 会 

 

・令和６年度においては理事会を７回開催した。主な議題等は次のとおり。 

 

  １）第６５回理事会  令和６年５月１３日（月）開催 

   ① 令和５年度 事業報告（案）に関する件 

  ② 令和５年度 決算（案）に関する件 

  ③ 理事及び監事に関する件 

④ 意見交換会の議題（案）に関する件 

⑤ 重要職員の任用に関する件 

  ⑥ 特別参与の選任に関する件 

  ⑦ 規程の改正に関する件 

  ⑧ 舗装技術者資格試験委員会委員の任命に関する件 

 

  ２）第６６回理事会  令和６年５月２２日（水）開催 

   ① 会長・副会長・専務理事・常任理事・常務理事の選定に関する件 

    

  ３）第６７回理事会 令和６年６月２７日（木）（書面決議） 

   ① 道路建設業界の職域代表候補者の推薦に関する件 



 

  ４）第６８回理事会  令和６年９月６日（金）開催  

   ① 道路整備に関する要望（案）に関する件 

   ② 令和７年度 税制改正要望（案）に関する件 

   ③ 令和７年（２０２５年）理事会等会議日程（案）に関する件 

   ④ 会員入会申込の承認に関する件 

   ⑤ 舗装技術者資格試験委員会委員の任命に関する件 

 

  ５）第６９回理事会  令和６年１２月６日 (金) 開催 

      ① 会員入会申込の承認に関する件 

   ② 常勤顧問の選任に関する件 

   ③ 特定資産の取り崩しに関する件 

   ④ 鋪装施工管理技術者資格試験規程及び舗装診断士資格試験規程の改正に関する件 

   

  ６）第７０回理事会 令和６年１２月２０日（金）（書面決議） 

   ① 本部移転に関する件 

 

  ７）第７１回理事会  令和７年３月２６日 (水) 開催 

      ① 令和７年度 事業計画(案)に関する件 

   ② 令和７年度 予算(案)に関する件 

   ③ 第７７回定時社員総会の開催に関する件 

   ④ 会費改定（案）に関する件 

    

○ 常任理事会 

 

・令和６年度においては常任理事会を１０回開催した。主な議題は次のとおり。 

 

１）第９３回常任理事会  令和６年５月１３日（月）開催 

 ① 道路協会「道路功労者」表彰の推薦について 

 ② 令和５年度 事業報告(案)について 

 ③ 令和５年度 決算(案)について 

 ④ 理事・監事及び役員について 

 ⑤ 意見交換会の議題(案)について 

 ⑥ 重要職員の任命について 

 ⑦ 特別参与の選任について 

 ⑧ 規程の改正について 

 ⑨ 舗装技術者資格試験委員会委員の任命について 

 ⑩ 支部総会について 

 ⑪ 令和６年度 委員会について 

  



 

  ２）第９４回常任理事会  令和６年７月５日（金）開催 

   ① 「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する自主行動計画」の策定について 

   ② 令和６年度 委員会等組織改編（案）について 

   ③ 委員会委員長名簿（案）について 

 

  ３）第９５回常任理事会  令和６年９月６日（金）開催 

① 道路整備に関する要望（案）について 

② 令和７年度 税制改正要望（案）について 

   ③ 令和７年（２０２５年）理事会等会議日程（案）について 

   ④ 会員入会申込の承認について 

   ⑤ 舗装技術者資格試験委員会委員の任命について 

    

  ４）第９６回常任理事会  令和６年１０月１１日（金）開催 

   ・報告事項 

 

  ５）第９７回常任理事会  令和６年１１月８日（金）開催 

   ・報告事項 

 

  ６）第９８回常任理事会 令和６年１１月２５日（月）（書面決議） 

   ① 職員の採用について 

 

  ７）第９９回常任理事会  令和６年１２月６日（金）開催 

   ① 会員入会申込の承認について 

   ② 常勤顧問の選任について 

   ③ 特定資産の取り崩しについて 

   ④ 鋪装施工管理技術者資格試験規程及び舗装診断士資格試験規程の改正について 

 

  ８）第１００回常任理事会 令和６年１２月２０日（金）（書面決議） 

   ① 本部移転について 

 

  ９）第１０１回常任理事会  令和７年２月１２日（水）開催 

   ① 令和７年度 優秀施工者国土交通大臣顕彰の候補者推薦について 

   ② 令和７年度 青年優秀施工者不動産・建設経済局長顕彰の候補者推薦について 

 

  10）第１０２回常任理事会  令和７年３月２６日 （水） 開催 

   ① 令和７年度 事業計画（案）について 

   ② 令和７年度 予算（案）について 

   ③ 第７７回 定時社員総会の開催について 

   ④ 令和７年度 協会表彰候補者について 

   ⑤ 会費改定（案）について 

     



 

３．委員会活動 

 

 １）i-Pavement 推進本部 (本部長 西田 義則 会長) 

  ・ICT 施工技術や施工に関わる課題を検討した。 

  ・全国の１０地区で i-Construction 技術講習会を開催した。 

  ・全国の３地区で ICT 舗装工現場見学会を開催した。 

  ・令和５年度施工した ICT舗装工の施工事例集を作成しＨＰに公表、会員会社等に展開した。 

 

 ２）企画委員会（委員長 石井 敏行 副会長） 

  ・常任理事会に付す案件を中心として、予算及び決算、事業計画、事業報告、協会表彰関係、

社会貢献活動、令和７年度税制改正要望等について審議・検討した。 

 

 ３）災害対策小委員会 (委員長 平  喜一 常任理事) 

  ・災害発生時の際の対応に向けた検討を行うとともに、各支部での取組等について検討した。 

   

 ４）技術委員会（委員長 森下 協一 常任理事） 

  ・「第２３回道路技術シンポジウム」を開催した。 

・｢第２４回舗装技術に関する懸賞論文｣の募集を行った。 

・｢道路建設｣の「内外技術の焦点」コーナーに執筆した。 

・コンクリート舗装の実績と課題を調査した。 

・関東管内３か所の技術研修会に講師を派遣した。 

・会員、非会員を対象とした「舗装技術講習会」を開催した（東京、北陸、九州）。 

・「低炭素（中温化）アスファルト舗装の手引き」をとりまとめ公表した。 

・「カーボンニュートラルに向けた取組み」～中間取りまとめ～をとりまとめ、公表した。 

 

 ５）公共工事委員会（委員長 吉田 英信 常任理事） 

  ・公共工事発注機関との意見交換会の議題整理 

   国土交通省の各地方整備局、北海道開発局、内閣府沖縄総合事務局、NEXCO 各社、首都

高速との意見交換会に向けた公共工事に関する課題等のとりまとめを行った。 

  

 ６）環境・安全委員会（委員長 黒川 修治 常任理事） 

・令和６年１月から令和６年１２までの工事を対象に労働災害調査を実施し、労働災害防止

に資するためとりまとめを実施。（会員各社に令和７年度に配布） 

   

 ７）広報・労働委員会（委員長 石塚 周平 常任理事） 

  ・平成２９年１１月１６日に策定した「働き方改革に向けた基本方針」に係る各社の取組 

状況に関するフォローアップのため、対応状況について調査等を実施し、状況の把握を行

うとともに、会員各社の取組についてのアンケートから効果事例等について周知を行った。 

  ・フォローアップ調査に基づく調査報告書を作成し、協会 HP に掲載した。 



 

・建設業のイメージ刷新を目的に、マイナビサイトのタイアップページに動画を公開すると

ともに、このサイトへのアクセスを誘導する施策を実施した。 

  ・マイナビサイトの運用に若手社員の意見を反映し、サイトの改善を行った。 

  ・学生向け就職情報誌｢道路で未来を描く仕事｣を全国の大学等約５００校へ配布し、就職  

活動への情報提供等を実施した。 

 

 ８）道路整備推進特別委員会（委員長 吉川 芳和 常任理事） 

  ・「道路整備に関する要望」について、自民党、公明党に要望活動を行った。 

  

 ９）道路建設編集小委員会（委員長 中神 陽一 日本道路(株) 専務執行役員） 

  ・当協会の機関誌「道路建設」は、各界からの特別寄稿をはじめ時局に応じた一連の論説、

対談、特集 (建設業に対する要望事項、道路整備に関する重点課題等) 、海外情報などを 

適宜掲載した。一回当たり約５，１００部（年６回、隔月）を発行し、各方面に配布した。 

 

 10）CSR 推進委員会 （委員長 鎌田 修治 常任理事) 

  ・会員各社の法令遵守に関する意識の向上を目的として、平成２９年度から実施している 

「コンプライアンス講習会」を令和６年度も本部及び全支部で実施した。 

会員各社から約４００名の参加を得て、関係法令遵守について周知徹底を図った。 

・講習会は、「独占禁止法関係」・「労働基準法関係」・「暴力団等排除関係」の３テーマについ 

て、ローテーションにより各支部で毎年１テーマを実施した。 

なお、魅力ある講習会に向けた取組として、本来のテーマに防災への取組やコンプライ 

アンスなどの新たなテーマを追加することや、地域性等を考慮してＷＥＢ活用により２会 

場の同時開催を実施した。  

 

 11）国際委員会（委員長 今泉 保彦 常任理事） 

  ・国際会議（E&E、GAPA、NAPA等）に参加し、日本の舗装技術等の情報発信を行った。 

  ・「日 ASEAN交通連携」国内委員会に３名の委員が参画し、舗装の維持管理技術に関する共同 

研究などの活動に参加した。 

  ・国等の機関の要請に応じ、海外関係団体との交流の場で日本の舗装技術の紹介等を行った。 

 



 

４．受賞、顕彰、表彰 

 

 １）叙勲 

  ・令和６年春の叙勲において次の各氏が勲章を授与された。 

   伝達式は、令和６年５月１３日（月）に東京ドームホテルおいて挙行された。 

    瑞宝単光章  阿部 辰則 鹿島道路（株） 

    瑞宝単光章  池邊 良弥 地崎道路（株）  

    瑞宝単光章  岩下 栄継 東亜道路工業（株） 

    瑞宝単光章  齋藤 秀洋 （株）ＮＩＰＰＯ 

    瑞宝単光章  渡邉 純也 （株）エコワーク 

 

・令和６年秋の叙勲において次の各氏が勲章を授与された。 

   伝達式は、令和６年１１月１４日（木）に港区の「東京プリンスホテル」において挙行さ

れた。 

    瑞宝単光章  青木  浩  大成ロテック（株） 

     瑞宝単光章  石底  太  世紀東急工業（株） 

    瑞宝単光章  小橋 幸夫  日本道路（株） 

    瑞宝単光章  坂元 秀明  （株）鏡原組 

 

建設業関係１１団体主催の令和６年度叙勲受章祝賀会は、春は５月１３日（月）に「経団

連会館」、秋は１１月１４日（木）に「東京プリンスホテル」においてそれぞれ実施した。 

 

 ２）建設事業関係功労者等国土交通大臣表彰 

  ・令和６年建設事業関係功労者等国土交通大臣表彰は次の方が受章された。 

   表彰式は７月１０日（水）に国土交通省にて挙行された。 

    石井 直孝  （株）佐藤渡辺 

     

 ３）国土交通大臣顕彰・不動産・建設経済局長顕彰 

  ・令和６年度優秀施工者国土交通大臣顕彰及び青年優秀施工者不動産・建設経済局長顕彰は

次の各氏が受賞された。 

顕彰式は、１０月１８日（金）に有楽町よみうりホールにて開催された。 

  ・国土交通大臣顕彰（建設マスター） 

    植野 正人     鹿島道路（株） 

    臼井 明志     技建（株） 

    黒澤  潤     前田道路（株） 

    酒井 大輔     朝日建設（株） 

    佐々木一幸     道路工業（株） 

    戸田真一朗     （株）市川工務店     

中島 正登     鹿島道路（株） 

    松浦 政治     前田道路（株） 

    三浦 光浩     北央道路工業（株） 

    若林 孝史     松尾建設（株） 

 

 



 

・不動産・建設経済局長顕彰（ジュニアマスター） 

    小川 航平    鹿島道路（株） 

    田沼 大佑    大成ロテック（株） 

    新井田 寛貴   東亜道路工業（株） 

    宮内 賢徳    前田道路（株） 

 

４）協会表彰 

  ・協会表彰は第７６回定時社員総会に先立って行い、協会表彰規程に基づく協会功労者表彰

として、特別功労者表彰１名、支部役員表彰１名、委員会委員表彰５５名、優秀社員表彰３

０名に対し、表彰状及び記念品の授与を行った。さらに、技能社員表彰者６９名については、

後日、各支部総会において表彰された。 

 

５．各種協賛事業 

 

 ① 道路に関する啓発及び宣伝活動として、土木の日、交通安全フェア、まちづくり月間等の

諸活動に協賛した。 

 ② 道路関係諸団体との協力を図るため、(公社)日本道路協会、全国道路利用者会議、(公社) 

日本交通政策研究会等に賛助を行った。 

 ③ 道路環境対策関係として、建設副産物リサイクル広報推進会議に賛助を行った。 

 ④ 道路建設産業に関する人材確保･育成推進活動、建退協加入促進運動、構造改善推進月間等

に協賛した。 

 ⑤ 建設キャリアアップシステム処遇改善推進協議会の行う社会保険未加入対策に関する諸活

動に協賛した。 

 

６．協会創立８０周年事業 

 

   令和７年１１月に協会創立８０周年を迎えるにあたり、協会の活動や歩みを記録して残す

ことや記念行事等の実施、道建協中期ビジョン策定に向けて、８０周年記念事業検討会並び

に部会を設置して検討を行った。 

   検討の結果、決定した事項等については以下のとおり。 

  「決定事項」 

  １）記念式典 

   ・令和７年度定時総会に併せて同時開催とすることとした。 

  ２）道建協キャッチフレーズ 

   優秀作「この道が繋ぐみんなの未来」と決定した。 

  ３）記念講演 

   ・令和７年度定時総会に併せて同時開催することとした。 

   講師は国土交通事務次官の吉岡幹夫氏にお願いした。 

  「令和７年度とりまとめ等に向けて検討した事項」 

  １）８０周年記念誌のとりまとめ 

  ２）記念品の配布及び選定 

  ３）８０周年動画の作成及び活用 

  ４）中期ビジョン２０２５の策定 

 



 

  「今後に向けて検討することとした事項」 

１）「道路建設」創立８０周年記念号の発行及び編集項目等 

２）協会ピンバッジの配布について 

３）協会会員によるスポンサー活動について 

  

７．会員の動向 

  

 令和５年度末会員数     正会員  １９２ 社 

               賛助会員  ２８ 社 

              会員計  ２２０ 社 

 

    入   会      正会員    ２ 社 

               賛助会員   １ 社 

 

    退   会      正会員    ２ 社 

 

 令和６年度末会員数     正会員  １９２ 社 

               賛助会員  ２９ 社 

               会員計  ２２１ 社 



 

第２ 道路整備の推進 

 

１．予算等要望活動 

 
我が国は、高度成長期に造られた社会インフラの高齢化・老朽化に伴う大改修時代を迎えて

おり、今後の道路整備、維持管理・更新を着実に進めるためにも、予算が安定的かつ持続的に 

確保されることが必要不可欠である。 

そのため、道路の中・長期計画を策定し、それに基づき、道路関係予算の長期的かつ安定的な

確保とともに引き続き同対策の確実な実施を要望した。 

また、今後の道路舗装工事における働き方改革を進めるにあたり、労働環境の改善のため 

要望活動も展開した。 

１）令和６年 ５月２９日(水)  国土交通大臣「国土強靱化実施中期計画」早期策定 

２）令和６年 ９月 ５日(木)  自 民 党 「公共工事品質確保に関する 

議員連盟総会（第１８回」 

３）令和６年 ９月１８日(水)  公 明 党 「公明党幹部との懇談会」 

４）令和６年１０月３１日(木)  公 明 党 「政策要望懇談会」 

５）令和６年１１月１５日(金)  国土交通大臣「公共事業予算の確保」 

６）令和６年１１月１９日(火)  自 民 党 「予算・税制等に関する政策懇談会」 

７）令和７年 １月３１日(金)  自 民 党 「公共工事品質確保に関する 

議員連盟総会（第１９回」 

 

「道路整備に関する要望」上記１０、１１月に開催(公明党、自民党) 

１）道路関係予算の長期安定的な確保 

２）道路等社会資本整備の「見える」中長期計画の策定 

３）着実な道路ネットワークの整備とメンテナンスサイクルの確立 

４）働き方改革・担い手確保 

５）物価高騰対策について 

６）総合評価落札方式における賃上げ加点措置について 

７）ＤＸやＧＸ技術の開発展開によるＣＮへ向けた取組について 

８）その他 

 

「税制改正要望」上記１０、１１月に開催(公明党、自民党) 

１）法人税に関する要望 

２）法人事業税・事業所税に関する要望 

３）不動産取得税に関する要望 

４）消費税に関する要望 



 

５）印紙税に関する要望 

６）所得税に関する要望 

７）償却資産税に関する要望 

８）固定資産税に関する要望 

９）自動車関連諸税に関する要望 

 

２．令和７年度税制改正に関する要望 

 

令和７年度の税制改正に向け、経営研究部会において会員からの税制改正要望事項をとりま

とめ、要望事項を理事会等に諮り活動を行った。 

「要望事項」 

１）法人税に関する要望 

・固定資産の減損処理による損失の損金算入について等 

２）法人事業税・事業所税に関する要望 

・法人事業税における外形標準課税の付加価値割算定方法の簡素化について等 

   ３）不動産取得税に関する要望 

・不動産取得税の廃止について 

４）消費税に関する要望 

・消費税に関する事務処理の簡素化等について 

５）印紙税に関する要望 

・印紙税の廃止もしくは現行の軽減措置の拡大または延長について 

６）所得税に関する要望 

・単身赴任者の帰宅旅費について 

   ７）償却資産税に関する要望 

    ・償却資産税申告業務の簡素化について 

   ８）固定資産税に関する要望 

    ・防災上重要な道路の無電柱化のために新設した地下ケーブル等に係る課税標準の特例措置 

     の延長について 

   ９）自動車関連諸税に関する要望 

 

 ３．公共工事発注機関との意見交換会の実施 

 
     公共工事に係る各発注機関の入札・契約システムや新たな制度の情報収集に努め、それらに 

関する諸課題を整理し、各発注機関との意見交換のための議題を作成した。 

 作成した議題をもって、国土交通省大臣官房技術調査課、道路局、各地方整備局等(１０地域)、

高速道路会社(４社)、一部の地方自治体と道路整備や道路工事に係る諸課題について意見交換

を行った。 

(各地方整備局等の意見交換会議題項目)  

１）公共工事予算の安定的・持続的な確保 



 

２）道路舗装工事における労働環境の改善と担い手確保 

３）道路舗装工事における i-Pavementと新技術開発の推進と普及 

４）入札・契約制度の改善 

５）舗装工事積算の改善 

６）道路のメンテナンスサイクルの確立 

７）無電柱化の推進 

８）その他 

  

４．道路整備の推進に関する広報活動  

 
    道路整備の推進に関する広報活動として、雑誌「道路」(公社)日本道路協会発行、「道全協 

だより」道路整備促進期成同盟会全国協議会発行、その他専門新聞紙や道路関係友誼団体に  

協力して、広告掲載を行う等、多彩な広報活動を展開した。 

 

第３ 道路技術の向上 

 

１．i-Pavement推進本部の活動 

 

・会員企業の ICT舗装工事の円滑な施工を促すため、全国の１０地区で技術講習会を開催した。 

・令和５年度に施工した ICT舗装工の施工事例集を作成しＨＰに公表、会員会社等に展開した。 

 

 ２．技術及び施工管理に関する技術の向上 

 

・関東管内での舗装技術に関する講演に講師を派遣し、舗装技術の普及に貢献した。 

 ・DVD「みんなの道」の配付 

   多くの人に舗装についての理解を深めるとともに、有用な技術者の育成を目指して作成した

「みんなの道」を広く配布した。 

 ・DVD「未来へつなぐみんなの道」の広報活動 

   就活生に対する舗装技術や業界等の情報提供を目的に、広報活動を展開した。 

  ・DVD「試験法」の配付 

    有用な舗装技術者の育成を目的として作成した「舗装の調査と試験方法」（２部構成）に関す 

る DVDを会員会社等に配布した。 

  ・工務ハンドブックの頒布 

   道路工事の適正な施工のために、現場業務に必要な最新の技術基準と法令を平易に解説した

「道路工事現場・工務ハンドブック」を頒布した。 

  ・ICT 導入協議会等への参加 

    国交省の進める i-Construction の一環として、ICT 導入協議会や基準 WG に参加し、測量 

及び出来形に関わる三次元データの利用において、舗装に適用した場合の課題や問題点等に  



 

ついて検討した。 

   

３．舗装技術に関する懸賞論文 

 

第２４回「舗装技術に関する懸賞論文」を募集し、研究開発部門で１１編、製造施工部門で

８編の計１９編の応募があった。 

    

４. 環境保全への対応 

 

・建設副産物リサイクル広報推進会議の活動に積極的に参画し、支援を行った。 

・建設六団体副産物対策協議会の活動に積極的に参画した。 

・リデュース・リユース・リサイクル推進協議会の活動に積極的に参画した。 

 

第４ 道路建設業の健全な発展 

 

１．ＣＳＲ（企業の社会的責任） 

 

令和５年度に引き続き、「独禁法関係」・「労基法関係」・「暴排関係」に関するコンプライアン

ス講習会を、本部及び各支部で実施した。 

令和６年度の講習会には、会員各社から約４００名の参加があった。 

 

２．社会貢献活動 

 

国土交通省が推進する道の駅「子育て支援」施設の整備支援として、全国の道の駅のベビーコ 

ーナー設置率５０％以上を目指す取組に協力し、令和５年度から令和７年度の３年間で全国の 

道の駅１５０駅に「授乳室（授乳チェア付）」を寄贈することとしている。 

 令和６年度は寄贈５３駅を選定し、各支部において順次贈呈を進め２年間で計９８駅に寄贈

が終了している。 

 

３．会員各社への支援情報等の発信 

 

  ・道建協通信の発行 

    平成２９年４月から、会員企業の業務に活用できる有用と思慮される情報等について、原則

としてメールにより随時「道建協通信」を発信し、令和６年度は２１号を発行した。 

 主な情報としては、国土交通省との意見交換会や、道路関係予算の概要及び本部の講習会  

開催等の活動情報などを迅速に伝えた。 

・情報提供等 

国土交通省等関係行政機関からの、道路建設業に関連する法令等の改正の通知や新たな制度 

制定等の情報発信等、幅広く会員企業に向けて発信した。 

・労働災害等対策 



 

労働災害や公衆災害防止に向けた冊子や安全シール等の作成を行い、会員に頒布や販売を 

   するなど安全対策啓発活動等への取り組みを行った。 

 

４．団体活動への協力等 

 

  ・公共工事品質確保に関する議員連盟への協力 

    公共工事品質確保法改正に向けた自民党の取組に対して、会議への対応など積極的に協力を

行った。 

 

第５ 道路建設業における人材確保等 

 

１．人材の確保 

 

・平成２９年１１月１６日に策定した「働き方改革に向けた基本方針」に係る各社の取組状況に

関するフォローアップのため、対応状況について調査等を実施するとともに、効果事例等に 

ついて周知を行った。 

・フォローアップ調査に基づく調査報告書を作成し、協会 HPに掲載した。 

・学生向け就職情報誌「道路で未来を描く仕事」を全国の大学等約５００校へ配布し、就職活動へ

の情報提供等を実施した。 

・担い手確保を目指した就活生向けの広報用ビデオ「未来へつなぐみんなの道」を作成し、広報 

活動を展開した。 

 

２．社会保険未加入対策 

 

・社会保険未加入対策については、国土交通省の「建設キャリアアップ処遇改善推進協議会」  

に参画し諸活動に協賛した。 

 
３．建設分野における新たな外国人材の受入れ（在留資格｢特定技能｣） 

 

・建設分野における特定技能について、国土交通省から情報提供及び意見照会等があり、それらに

ついて検討等を行った。 

 

 

第６  舗装技術者資格試験制度 

 

１．舗装技術者資格試験制度概要 

 

本制度は、舗装技術に係わる資格試験を実施するもので、「１級・２級舗装施工管理技術者」 

と「舗装診断士」の２つの試験を行っている。 



 

１）「舗装診断士」は、平成２９年に創設した。資格の概要としては、既設舗装の調査・評価 

および維持修繕工法の選定・設計、補修計画策定の支援であり、必要に応じてネットワーク 

レベルでの補修計画策定支援も行うことを目的としている。 

 本資格は、国土交通省技術者資格登録の「舗装」分野として、平成３０年２月に「点検」・

「診断」、令和６年２月に「計画・調査・設計業務」が登録されている。 

２）「１・２級舗装施工管理技術者」は、平成７年に創設した。資格の概要としては、舗装工事

に携わる技術者の技術水準および能力を適正に評価することによって、舗装工事の品質確保

を図ることを目的としている。 

 

２．令和６年度舗装技術者資格試験について 

 

    令和６年度の舗装技術者資格試験の実施結果を以下に示す。 

・舗装診断士       受験者 778人、合格者 127人、合格率 16.3％ 

  ・１級舗装施工管理技術者 受験者 2,847人、合格者 308人、合格率 10.8％ 

  ・２級舗装施工管理技術者 受験者 1,562人、合格者 868人、合格率 55.6％ 

 

３．令和６年度舗装技術者技術講習の開催状況 

 

１）舗装施工管理技術者 

鋪装施工管理技術者の技術講習は任意であり、令和６年度の技術講習は８月中旬から１０月

初旬にかけて、会場講習を全国１０地区（札幌、盛岡、仙台、新潟、東京、名古屋、大阪、広

島、福岡、那覇）で１０日間、WEB講習を２日間実施した。 

受講者数は１，０４６名であった。 

 

   ２）舗装診断士 

    舗装診断士の技術講習は必須であり、令和６年度の技術講習は８月中旬から１０月初旬に 

かけて、会場講習を東京会場で１日、WEB講習を２日間開催した。 

 受講者数は４２７名であった。 

 

 ４．令和７年度 舗装技術者資格試験の申込について 

 

令和７年度の舗装技術者資格試験の受験申込状況を下表に示す。 

 

 

 

 

 

注 1. 令和７年度の受験申込受付期間 令和７年２月３日（月）～令和７年２月２１日（金） 

年度 
受験申込者数（人） 

舗装診断士 １級舗装施工 ２級舗装施工 計 

令和５年度 1,193 3,982 2,005 7,180 

令和６年度 1,043 3,801 1,954 6,797 

令和７年度   811 4,075 1,714 6,600 



 

第７ アスファルト混合物事前審査制度 

 

１．アスファルト混合物事前審査制度概要 

 

本制度は、アスファルト混合物の品質管理に関する合理化や品質の安定化を図る目的で 

平成６年度に創設された制度であり、現在では、北海道、四国を除く各地区で実施され、 

３６都府県、１５政令市及び市町村等で活用されている。 

このうち、審査機関（調査機関）として指定を受けた７地方整備局における制度運営に 

関する事業を実施し、令和６年度では全体で２２回の混合物審査委員会を開催し、４５２  

混合所から申請のあった７，９６６混合物を認定した。 

 

第８ 道 路 試 験 所 

 

１．道路試験所ＷＧ活動 

 

道路試験所ＷＧの活動は、道路試験所予算執行及び月次収支のモニタリングや調査・試験 

業務拡販に資する助言ならびに支援を行った。 

 

２．道路試験所事業概要 

 

道路試験所は、総務課・試験課・技術課の三課体制により、試験、調査業務等を協会会員及 

び一般会社から依頼を受け実施した。 

試験業務のうち、「アスファルト混合物事前審査」確認試験は、関東地区、近畿地区、東北 

地区及び沖縄地区の各プラントから受託して実施した。  

調査関係では、路面騒音測定・遮熱性舗装調査等を実施した。また、事前審査確認試験を実施

している試験機関の精度確認のための共通試験を全国２０機関で実施した。 

 

１）試験業務および調査・研究業務に係わる件数・受託金額は下表のとおりである。 

 

業 務 種 別 
件 数  

(件) 
金 額 (千円) 同左構成比 

試
験
業
務 

土 質 試 験 196  34,180    16.7％ 

骨 材 ・ コ ン ク リ ー ト 試 験 95 11,526       5.6％ 

ア ス フ ァ ル ト 試 験 616  158,816     77.7％ 

計 907 204,522  (45.0％) 100 ％ 

調 査 ・ 研 究 業 務 77  249,536  (55.0％) 

 

 

 

会 員 

 

431    

 

361,856 

 

79.7% 



 

 

合 計 

 

非会員 

 

553 

 

92,202 

 

20.3% 

 

計 

 

984 

 

454,058 

 

(100%)    100 % 

                                             ( )は試験業務と調査・研究業務の構成比 

 

調査・研究業務の内訳 

   ・遮熱性舗装工事の室内試験及び現場立会業務 (１８件)     13,343千円 

   ・遮熱性舗装用材料の性能確認試験業務（１０件）         9,099 〃 

・路面騒音測定業務 （８件)                    7,692 〃 

・事前審査制度の指定機関における共通試験補助業務(１件)       7,200  〃 

・上記以外の調査・研究業務 (４０件)             212,202 〃  

           計   ７７件             249,536 〃 

 

２）試験器具等の整備 

・検査・試験の精度と信頼性の向上及び品質確保のため、電子天秤の更新及び各試験機器の 

校正点検を実施した。 

 

３）研修・見学等 

 ・各機関・団体等からの依頼による研修及び講習会を３件実施した。   

 

第９ 支 部 活 動 

 

１．支部活動 

 

当協会の支部組織は、１０支部体制で全国活動を行っている。    

主な事業活動として、道路に関する啓発及び宣伝、道路技術の向上及び振興、道路工事に 

於ける安全対策や安全パトロールの実施、道路工事の適正な施工の確保等を実施するために、

講演会、講習会、各団体との意見交換会の開催を始め、積算方式、環境対策、工事の生産性の

向上等に関する諸対策の事業活動を推進している。 

また、舗装施工管理技術者講習の実施、アスファルト混合物事前審査制度の運用等を実施 

している。 

 

２．支部別会員構成（令和７年３月３１日現在） 

 
北海道 支 部（所在地 札 幌）   会員数  ３２ 社 

東 北  〃 （ 〃  仙 台）    〃   ２７ 社 

関 東  〃 （ 〃  東 京）    〃   ５２ 社 

北 陸  〃 （ 〃  新 潟）    〃   ３３ 社 

中 部  〃 （ 〃  名古屋）    〃   ４１ 社 



 

関 西  〃 （ 〃  大 阪）    〃   ４１ 社 

中 国  〃 （ 〃  広 島）    〃   ２３ 社 

四 国  〃 （ 〃  高 松）    〃   １３ 社 

九 州  〃 （ 〃  福 岡）    〃   ３４ 社 

沖 縄  〃 （ 〃  那 覇）    〃   ４３ 社 

計     １０支部            ３３９ 社 
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